別紙様式
平成２３年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：農業費　目：農山村振興費
	事業名:中山間地域等直接支払事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　　農政部　農業振興課　構造改善担当　電話番号：058-272-1111（内2668）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11415@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：912,130千円（前年度予算額：845,267千円）
	事業内容


	１　事業の内容


　中山間地域など農業生産条件が不利な地域において、５年以上農業を続けることを約束した農業者等に対して、交付金を交付する。
（１）対象地域
　・特定農山村法、山村振興法、過疎地域自立促進法等（８法）に基づく法指定地域
　・知事が定める特認地域
（２）対象農用地
　・下記の傾斜条件を満たす農振農用地内の１ｈａ以上の一団の農用地
①急傾斜地（田：１／２０以上、畑等：１５度以上）
②緩傾斜地（田：１／１００以上～１／２０未満、畑等：８度以上～１５度未満）
（３）対象となる行為
・集落協定又は個別協定に基づき、５年間以上継続して行われる農業生産活動を行っ

ている農業者等に対して交付金を交付する市町村
	２　所要経費


法指定地域：808,344千円（前年度予算額：754,500千円）

特認地域　：103,786千円（前年度予算額：90,767千円）
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


　Ⅳ美しい自然と環境を守る「清流の国」づくり
　　１森・川・海をつなぐ清流とふるさとの自然を守る
　　・生産条件が不利な中山間地域において本事業を実施することにより、耕作放棄地

の発生を防止する。
	２　これまでの取組状況


平成１２年度の制度開始時より協定農用地が増加しており、現在では年間約８，５００ｈａの中山間地域における耕作放棄地防止に寄与している。
	３　これまでの取組に対する評価


「食料・農業・農村基本法」（平成１１年７月）に位置付けられた施策で、平成２２年度から第３期対策として２６年度までの５年間実施することとなっており、第２期対策における県及び農林水産省第三者委員会において政策効果が高いと評価された。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


中山間地域等直接支払交付金（法指定地域分）
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	754,500
	503,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	251,500

	要求額
	808,344
	538,896
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	269,448

	決定額
	808,344
	538,896
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	269,448


中山間地域等直接支払交付金（特認地域分）
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度

予算額
	90,767
	45,383
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	45,384

	要求額
	103,786
	51,893
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	51,893

	決定額
	103,786
	51,893
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	51,893


